
令和２年度第１回帯広市公営住宅審議会 (書面開催) 

 

 議 案 

 

報告事項 

 【報告第１号】市営住宅の整備について 

 【報告第２号】市営住宅の管理状況について 

 【報告第３号】地域優良賃貸住宅整備事業について 

 【報告第４号】新型コロナウイルスに対する取り組みについて 

 【報告第５号】連帯保証人の廃止について 

 

 

 

資料について 

  左ページに説明資料、右ページに資料に対する説明文を記載しております。 

 



報告第１号 

令和２年度市営住宅の整備について 

１．建替事業 

 

（１）大空団地３街区 空（１２棟７２戸 → ４棟５６戸） 

（経過・予定） 

   平成２８年  ５月  基本・実施設計、地耐力調査着手 

     〃    ７月  解体工事着手（１２棟７２戸） 

     〃   １１月  解体工事完了 

平成２９年  ６月  第１期（２棟２８戸）建設工事着手 

平成３０年  ５月  第１期建設工事完了 

     〃    ７月  入居 

令和元年   ６月  第２期（２棟２８戸）建設工事着手 

令和２年   ７月  第２期建設工事完了 

     〃    ７月  入居 

 

（２）大空団地４街区 丘１～９号棟（９棟２１６戸 → ６棟２１０戸） 

 

（経過・予定） 

令和２年   ４月  旧丘１～９号棟外壁等アスベスト含有調査に着手 

６月  新丘１～３号棟地耐力調査、基本設計、旧丘１～３棟除却実施 

設計に着手 

令和３年   旧丘１～３号棟除却工事、新丘１・２号棟実施設計 

 

２．改善事業 

 

（１）新緑団地（４号棟２４戸） 

・外壁塗装工事 

 

（２）若葉団地（１・２号棟７０戸、集会室） 

・屋上防水工事 

 

（３）大正第二団地（１号棟６戸、物置） 

・屋根改修工事  



 

建替事業について 

 

 大空団地 3 街区空の建替事業は、平成２９年度に 2 棟、今年度 2

棟の計 4棟５６戸が完成し、事業が完了しました。 

 

 また、今年度より大空団地４街区丘の建替事業がスタートし、除却

予定の旧建物のアスベスト含有調査や地耐力調査、基本設計等に着

手しました。 

 来年度は旧建物の除却工事を進める予定になっています。 

 

改善事業について 

 市営住宅の長寿命化を図る為、改修を行っています。 

 今年度は新緑団地、若葉団地、大正第２団地で各種工事を実施しま

した。 

 

 今後も、計画的に団地の建て替えや改修を進めていきます。 

 

  



報告第２号

市営住宅の管理状況について

１.公営住宅の管理戸数等 （各年度末現在）
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 令和元年度は、柏林台北町の特公賃住宅１０戸について公営住宅

に用途変更を行いました。 

 これは、近年特公賃住宅の空室が続いていたことから公営住宅へ

の用途変更を行ったものです。 

 こうした用途変更による変動はありましたが、公営住宅と特公賃

を合わせた総管理戸数では変動はありませんでした。 

 

 入居率については、大きな変動はありませんでしたが、これまでと

同様に、古い団地では入居率が低くなっている状況です。 

 

  



2.市営住宅の申込状況

○ 直近５年間の市営住宅申込状況（定期募集のみ）

○ 世帯状況別応募状況

○ 団地別応募状況（令和元年度　高倍率、低倍率別）
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大空　藤 14 1 0.07

大空　丘 27 4 0.14

新緑 20 7 0.35

柏林台南町 48 35 0.72



 

 応募世帯数については、平成２９年までは減少傾向が見られまし

たが、ここ２年は増加に転じています。 

 一方、募集戸数については、修繕業務の効率化の取り組みなどによ

り、近年提供戸数を増やしており、応募倍率は緩和されている状況で

す。 

 世帯別では、依然高齢世帯の応募割合が高くなっている状況です。 

 団地別では、柏林台西町、北町のほか借上市営住宅などエレベータ

がある団地に人気が集まり、高倍率となっている一方で、大空地区の

古い団地や、柏林台南町などエレベーターの無い団地の高層階では、

入居希望者が少ない状況となっております。 

 

 

 

 

 

  



報告第３号 

地域優良賃貸住宅整備事業について 

１ 地域優良賃貸住宅の概要 

（経過） 

    平成１９年     国において制度創設 

平成２３年     帯広市の制度策定・事業者募集開始 

平成２５年     供用開始（子育て世帯向け １０戸） 

 

２ これまでの整備実績（令和２年４月供用開始分まで） 

子育て世帯向け   ９０戸（８事業者１０か所） 

高齢者世帯向け   ４８戸（３事業者 ３か所） 

 

３ 令和２年度の事業内容 

子育て世帯向け １９戸の整備 

 

（１）事 業 者：浦野和雅子 

建設場所：清流東３丁目４番１１ 

戸  数：６戸 

（２）事 業 者：㈱ライフィル 

建設場所：東２条南７丁目２番２ 

戸  数：５戸 

（３）事 業 者：㈱ライフィル 

建設場所：東８条南３丁目１番４５ 

戸  数：８戸 

 

（経過・予定） 

  令和元年   １２月  事業者募集 

  令和２年    ６月  事業者認定 

      〃     ７月  工事着手 

    令和３年    ３月  工事完了 

      〃     ４月  供給開始 



 

 帯広市では、居住の安定に特に配慮が必要な「子育て世帯」「高

齢者世帯」に対する住宅供給を促進するため、民間事業者に対し住

宅整備費と家賃の一部補助を行い、公営住宅を補う公的賃貸住宅の

整備を進めています。 

 

 令和２年４月までに子育て世帯向け９０戸、高齢者向け４８戸が

供用開始されております。 

 

 今年度は、子育て世帯向け１９戸が整備され、間もなく工事が完

了し、４月から供給開始予定となっております。 

 

 来年度は、子育て世帯向け１５戸の整備を予定しており、今後事

業者の選定等を行う予定となっております。 

 

 

  

  

  

  



報告第４号 

 

新型コロナウイルスに対する取り組みについて 

 

主な取り組み 

 

１．入居者の方へ 

 

 ・減免制度の周知強化 

 

 ・郵送による申請手続き 

   

 

２．入居希望者の方へ 

 

 ・定期募集 通常開催 

 

 ・抽選会 非公開にて開催 

 

３．住宅を失った方へ 

 

 ・市営住宅の提供 



 市営住宅では、病気や解雇等による収入減で、やむを得ず家賃の支

払いが困難な方に対して、一定期間、家賃の減額ができる減免制度が

設けられています。 

 こうした減免制度は、コロナウイルスの影響による解雇や勤務時

間の減少などにより収入が減り、家賃の支払いが困難となった方に

も適用できることから、制度に関するポスターを各団地の共用部に

貼り出すなど、周知に努めてきました。 

 また、一部の申請手続きについて、郵送でも行えるよう対応し、申

請書類をホームページ上に更新しました。 

 

 定期募集については、住宅に困窮する方へ住宅を提供する必要性、

緊急性を鑑み、感染対策を十分に行ったうえで、通常通り開催してい

ます。 

 一方、定期募集の入居者を決める公開抽選会については、不要不急

の外出を控える観点から、昨年３月より職員のみで実施しておりま

す。 

 実施にあたり、抽選の模様をビデオカメラで撮影し、公平性の維持

に努めています。 

 

 また、国の通知に基づき、コロナウイルスの影響で、住居を失った

方に速やかに住宅を提供できるよう、定期募集で応募の無かった住

宅を１０戸程度確保し、住まいを提供できる体制としております。 



報告第５号 

 

連帯保証人の廃止について 

 

１．経緯 

 

令和元年１１月  帯広市公営住宅審議会に廃止について諮問 

令和元年１２月  帯広市公営住宅審議会より答申 

令和２年３月  帯広市公営住宅条例改正 

令和２年４月１日  新規入居において保証人を不要とする手続き開始 

       全入居者に対し、保証人解除に関する案内文および解除届発送 

 

 

２．連帯保証人解除届提出件数 

 

   令和３年１月現在 ３８３件／入居世帯２５０３世帯 １５．３％ 

 

 



 

 昨年度、審議会より答申頂いた、市営住宅の連帯保証人制度の廃止

については、条例等の改正を経て、令和２年４月より運用を開始しま

した。 

 主な内容としては、新規入居者については連帯保証人を不要とし、

既存入居者に対しては連帯保証人の解除を可能とするものです。 

 

 既存入居者に対しては、令和２年４月に全入居世帯に解除手続き

の案内と申請書を送付し、これまでのところ、全入居世帯の約１５％

にあたる約３８０世帯から解除届が提出されております。 

 

 現在まで、連帯保証人廃止による運営上の問題は、特に生じておら

ず、住宅に困窮される方が、より入居しやすい環境になったと考えて

います。 

 


